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特定信書便事業への参入事業者数及び役務別提供者数※の推移（年度別） （者） 

○ 特定信書便事業の事業者数は約４００者で、最も多いのは１号役務。 

○ 総引受通数は約１，０４１万通で、売上高総額は約１０６億円。 １号役務及び３号役務で売上げが伸びている。 

1  業界の概況 

※複数役務に参入する事業者がいるため、特定信書便事業への参入事業者数とは一致しない。 

（１） 
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役務別特定信書便引受通数の推移 
（万通） 

役務別特定信書便売上高の推移 

（２） 

（３） （億円） 
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２．特定信書便サービスの動向 
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１号役務 ２号役務 ３号役務 

役務の要件 長さ、幅、厚さの合計が90cm
を超え、又は重量が４kgを超
える信書便物を送達 

信書便物が差し出された時
から３時間以内に信書便物
を送達 

料金の額が１千円を下回
らない範囲内において総
務省令で定める額（１千
円）を超えるもの 

対比される
郵便サービ
ス 

◆日本郵政公社（現日本郵便株
式会社）の扱う郵便物は、次の大
きさ等を超えることができない。
（郵便法第15条） 
・長さ、幅及び厚さの合計が90cm 
・４kg（第1種郵便物） 

◆郵便の急送サービス 
・新特急郵便（大都市部のサー 
 ビスで、午前中差し出し→午後 
 ５時頃まで配達） 
◆バイク急送便は、１～２時間 
   程度で送達（法制定時の総務 
   省調べ） 

◆書留速達の郵便料金は、 
  大体１千円以下 
料金＝郵便物の基本料金 ＋ 
書留・速達の加算料金 
＝ 80円～1,150円 ＋ 420円 
＋ 270円 
（１千円以上となるのは郵便物
が250g超のとき） 

当初想定さ
れたサービ
ス 

◆個人間より企業間や企業・ 
    個人間の大きな信書 
◆価格競争力のある大型の 
     もの 

◆都心で３時間以内での 
     サービス 
◆需要が集中している都心 
     ５区でのサービス 4 

○ 当初想定されたサービスが行われている他、新しいサービスが生まれているケースもある。  
○ 信書便サービスの代表的なものは５類型（公文書集配、企業グループ内便、地域内急送便、電報類似サービス、広  
 域急送便） 
○ 信書便サービスによるメリットの実例としては、地方公共団体等によるアウトソーシングによるコスト削減、電報類似 
 サービスの付加価値の多様化など 
○ 信書便サービスの「安全・安心」性については、業界の歴史が浅いこともあり評価が高いとはいえない。 

(1) 信書便役務の考え方と当初想定されたサービス 



内容 意図・要因 成果 
公文書集配 ○ 地方公共団体の本

庁・支庁間の公文書
を集配。 

○ 行政経費削減 
○ 自治体区域拡大に

伴う需要の増大 
○ コンプライアンス 

○ 経費削減を実現。 
○ 工賃アップ（障がい者

支援施設） 
 

企業グループ
内便 

○ 企業グループ内部
の文書を集配。 

○ グループ内アウト
ソーシング推進 

○ コンプライアンス 

○ アウトソーシングによる
効率化。 

地域内急送
便 

○ 信書便物をバイク
等で３時間以内に送
達。 

○ 信書急送需要に対
応 

○ 貨物急送の経営資
源を活用 

○ 近距離の信書急送を
実現。在宅勤務の支援
の可能性。 

○ 送達時間の制約がな
い３号への移行。 

電報類似
サービス 

○ ネット・電話等で引
き受けたメッセージを
印刷・封緘して送達。 

○ 慶弔電信需要の多
様化に対応 

○ 選択肢拡大による利用
者利便増大。 

広域急送便 ○ 信書便物を一定時
間以内に送達。 

○ 信書急送需要に対
応 

○ 中・長距離の信書急送
を実現。 

高セキュリ
ティ便 

○ 高セキュリティ対応
で貨物追跡が可能 

○ コンプライアンス ○ 安心・安全・確実な
サービスの提供を実現。 

１号（大型） 

２号（高速） 

３号（高価） 

(2) 特定信書便事業における代表的なサービス 
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(3) 実現したメリット（例） 

 

① 地方公共団体の公文書配送における経費節減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 電報類似サービスにおけるサービス 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   
 

    

自治体名 経費節減の状況 

Ａ市（中国地方）  ３分の１、約２千万円の削減 （対巡回郵便） 

Ｂ市（近畿地方）  半   減 

Ｃ市（近畿地方）  ６割削減    （対職員による送達） 

Ｄ市（東海地方） 

Ｅ市（九州地方） 

 ３分の２削減 （対職員による送達） 

    〃      （対巡回郵便） 

Ｆ県（九州地方）  ４分の３削減 （対平成16年度の非常勤職員による送達） 

○ 数百字までは文字数に関係なく、一定の料金（1,000円超）で利用が可能 

○ 加盟式場へは受け付けてから最短で２時間後に配達 

○ カタログギフト会社と連携し、ギフトカタログも一緒に送ることでギフト需要を喚起 
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総務省は、平成２２年３月５日に、特定信書便事業者であることを示す「特定信書
便マーク」を制定。 

○総務省では、特定信書便事業者が信書の取扱が可能であることを明解に示すシンボル 
   マークを制定。 
○特定信書便マークに総務省が期待するもの 

(1) 利用者が特定信書便事業者を容易に識別可能になる。 
(2) 特定信書便事業者に対する信頼性の向上を通じ、特定信書便事業全体の活性化に

資する。 
(3) 特定信書便事業者自身の適正な業務運行継続のインセンティブとなる。  

○総務省は、このマークの商標を登録。特定信書便事業者は、総務省の許諾を受けて、無
料でこのマークを使用することができる。 

○平成２５年８月１９日現在、特定信書便事業者１３３者に対して使用を許諾。 

デザインコンセプト 
○平和の象徴であるハトが、「信書」を運んでいる姿を表現し

たもので、古代から通信を担ってきた伝書鳩が、信書を安

全・確実に送り届けることをイメージさせる作品。背景の「ブ

ルー」色は、「希望」「冷静」のイメージ（“Blue Bird”（青い鳥・

希望の鳥））から、リボン付きの信書を大切な相手に向けて

無事に届ける願いを込めたもの（秋田市の業者の作品）。 

(4) 特定信書便マーク 

7 

［特定信書便マーク］ ［使用例］ 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
【修正】特定信書便マークの使用許諾状況を最新の情報に修正



特定信書便事業者Ａ 契約当事者 
 

・特定信書便事業者Ａは特定信書便役務（３号役務）として電報類似サービスを提供。 
・自社による配達ネットワークがなく、他の特定信書便事業者と協定を締結し、 
 自社の信書便物の調製及び配達業務を補完していた。  

特定信書便事業者Ｂ 協定先事業者 
  

事業
協定 

差出人 
 契約当事者 

電報類似サービスの申込み 

貨物運送事業者 
特定信書便事業者Ｂの業務委託先 

受取人 

再配達時に受取人不在であったため、業務委託先の配送員が
正当な事由なく勝手に信書便物を開封し、 
メッセージの余白部分に 
「不在のため郵便受箱に投函した」旨のメモを記載！ 

・特定信書便事業者Ｂより、特定信書便事業者Ａ 
及び特定信書便事業者Ｂの信書便物の調製、 
配達業務を受託。 

業務
委託 

【参考】信書便物開封事件の実例 

・特定信書便事業者Ｂは、特定信書便事業者Ａの事業協定先として、特定信書便事業者Ａの電報類似サービスの調
製・配達業務を受託。 
・特定信書便事業者Ｂも、特定信書便事業者として自社による電報類似サービスを提供。 
・特定信書便事業者Ｂも自社による配達ネットワークがなく、貨物運送事業者と業務委託契約を締結し、これら業務委
託先に電報類似サービスの調製・配達業務を委託。 

電報類似サービスである 
信書便物の配達 

８ 



３．サービス提供主体 

9 

○ 信書便事業では、中堅・中小企業も活躍 
○ 全国展開型の事業者と地域限定型の事業者があるが、地域→全国の傾向もあり 
○ 多様な業界からの参入が特徴 

(１) 参入事業者の経営形態 

○ 会社形態（株式会社、特例有限会社及び合資会社）をとっている者が３２８者で、全体の８１．６％を 
 占める。会社形態以外では、協同組合形態が４３者（１０．７％）（主に県単位の赤帽組合が参入）、 
 個人が１３者（３．２％）となっている。その他、ＮＰＯ法人７者（１．７％）、社会福祉法人６者（１．５％）等 
 がそれぞれ参入（平成２５年９月末現在）。 
○ 会社形態の参入事業者を資本金規模別に見ると、８４．８％（２７８社）が１億円未満の会社であり、 
 中でも１千万円以上１億円未満の会社の割合が一番多く、会社形態の参入事業者の６８．６％（２２５ 
 社）を占める（平成２５年９月末現在）。 

276
(68.7%)

51
(12.7%)

1(0.2%)

43
(10.7%)

4(1.0%)

1(0.2%) 6(1.5%)

7(1.7%)

13(3.2%)

株式会社 有限会社 合資会社 協同組合 企業組合 協業組合 社会福祉法人 ＮＰＯ法人 個人

参入事業者の経営形態 



参入事業者（会社形態のもの）の資本金規模 

資本金 ～１千万円 
  未満 

～１億円 
未満 

～10億円 
未満  

10億円 
 以上 合計 

会社数 ５３ 
（16.1%） 

２２５ 
（68.6%） 

３８ 
（11.6%） 

１２ 
（3.7%） 

３２８ 
（100%） 

１０ 

(2) 地域別参入状況 

○ 大都市圏だけでなく、全国に満遍なく事業者が参入している。特定信書便事業者の参入のない県 
 は山梨と高知の２県のみ（平成２５年９月末現在）。 

都道府県 参入数 都道府県 参入数 都道府県 参入数 都道府県 参入数 

北海道 ２７ 東 京 ８１ 滋 賀 ３ 香 川 ４ 

青 森 ３ 神奈川 ２０ 京 都 ７ 愛 媛 ６ 

岩 手 ２ 山 梨 ０ 大 阪 ４３ 高 知 ０ 

宮 城 ２ 新 潟 ５ 兵 庫 １２ 福 岡 ２２ 

秋 田 ３ 長 野 ４ 奈 良 ３ 佐 賀 １２ 

山 形 ２ 富 山 ５ 和歌山 １ 長 崎 ７ 

福 島 ３ 石 川 ６ 鳥 取 ２ 熊 本 ７ 

茨 城 ３ 福 井 ４ 島 根 ６ 大 分 ４ 

栃 木 １ 岐 阜 ４ 岡 山 ８ 宮 崎 ３ 

群 馬 ２ 静 岡 ８ 広 島 １３ 鹿児島 ８ 

埼 玉 １３ 愛 知 １４ 山 口 ２ 沖 縄 ８ 

千 葉 ４ 三 重 ４ 徳 島 １ 全 国 ４０２ 



 
 

 ［主要業種別・参入事業者内訳］                    平成25年９月末現在 
 

(3) 多様な業界からの参入 

業種別 事業者数 業種別 事業者数 

貨物運送業 ３０４ 情報サービス業       ２ 

警備業    ２６ 不動産業       ２ 

障害者福祉事業    １３ 印刷業       １ 

電気通信サービス業       ６ 鉄鋼業       １ 

ビルメンテナンス業       ６ 建設業（造園工事）       １ 

廃棄物処理業       ５ 教育、学習支援業       １ 

信書送達業     ３ その他卸売・小売業       ６ 

旅客運送業       ３ その他サービス業     ２０ 

電気機械器具小売業       ２ 計  ４０２ 

11 

○ 参入事業者４０２者が行う主たる事業を見ると、貨物運送業が３０４者と大多数を占め、 
 次いで警備業２６者、障害者福祉事業１３者の順。信書便事業に特化しているのは３者 
 のみ。 



４．総務省の周知広報活動 

○ 平成２４年度は、総務本省又は総合通信局等において、 
   信書便事業説明会及び個別訪問活動、信書便年報の発行、周知用ポスター等の作成  
   等の各種施策を実施。 

(1) 信書便事業説明会及び個別訪問活動の実績 

○ 説明会参加者は「利用者向け」が２１２団体となり（前年度比73.1%）、個別訪問件数は８９団体に 
 とどまった（前年度比46.3%）。 
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個別訪問件数 総周知件数（事業者向け参加団体数抜き）
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周知対象（結果）の構成（平成24年度分） 

・説明会（利用者向け）     ・個別訪問 
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52%

9%
10%

29%

地方自治体 国の出先機関

レセプト取扱機関 その他

70%

26%

4%

行政機関 公的団体（レセプト取扱機関含む） 企業等

（111団体） 

（19団体） 

（21団体） 
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○ 地方自治体への周知実績はのべ703団体で、全自治体への周知率は57.9%となり、過去４年間で 
 20.5%の増加。これを市以上で見ると周知率は74.3%で、過去４年間で21.4%の増加。 

○ 特例市以上の自治体で信書便事業者を知らない割合は6%で、信書便の利用は55%に上る。一般 
 市では信書便事業者の認知度と比較して信書便の利用割合が低い。 

○ 個別訪問による周知活動では、信書の定義を知っている割合はこの４年間で2.1倍に増加。 

○ 特例市以上の団体と比較し、一般市は認知度の割には実際の利用につながっていない傾向。 
 

(2) 周知活動の過去４年間の成果と評価 
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２４年度 ２０年度 増加 

のべ周知団体数 １，６６６団体 ９６３団体 ７０３団体 

周知済団体数（全自治体） １，０３５団体 ６８３団体 ３５２団体 

全自治体数 １，７８９団体 １，８２８団体 － 

周知率 ５７．９％ ３７．４％ ２０．５％ 

周知済団体数（市以上） ６３８団体 ４５２団体 １８６団体 

市以上自治体数 ８５９団体 ８５５団体 － 

周知率 ７４．３％ ５２．９％ ２１．４％ 
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平成23年10月実施の地方自治体向けアンケート調査結果より 

個別訪問活動時の認知度ヒアリング結果より 
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(4) 周知用ポスター等の作成他 (3) 信書便年報の発行 

 今年度も引き続き信書便年報を発行し、
信書便事業の現状について、説明やデー
タを掲載する他、代表的なサービス例、利
用者・事業者へのインタビュー記事等のト
ピックスを織り交ぜて紹介。 
 都道府県及び市以上の自治体並びに都
道府県及び特例市以上の図書館、信書便
事業者説明会参加者、個別訪問活動の訪
問先等に配布。 
 なお、総務省のＨＰに全文を掲載。 

（URL:http://www.soumu.go.jp/yusei/nenpou.html） 
 

 信書差出しルールを一般国民に広く知って
もらうことを目的に、周知用ポスター（Ｂ２判）
と縮小版チラシを今年３月に作成。 
 都道府県及び市以上の地方自治体、郵便
局等、信書便事業者、個別訪問活動の訪問
先にポスターを配布し、掲示を依頼。 
 また、総務省広報誌平成25年７月号に信書
の正しい送り方の特集記事を掲載。 
 なお、総務省のＨＰにデータ等を掲載。 
周知用チラシ（下中絵） 
（URL:http://www.soumu.go.jp/yusei/pdf/sinsho_chirashi.pdf） 
総務省広報誌特集記事（下右絵） 
（http://www.soumu.go.jp/main_content/000120178.pdf） 
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○設立日： 平成２３年（２０１１年）９月６日（平成２５年１月４日に一般社団法人化） 
○目  的： 信書便事業者同士の情報交換・連携、業界全体の活性化により、利用者への 
      更なるサービスの向上や協会員の事業拡大の機会を拡げること 
○会員数： ７７者（平成２４年度末の全信書便事業者数は３９７者） 
○会長及び役員（敬称略） 
 ［会     長］伊東   博（㈱ＫＤＤＩエボルバ 代表取締役社長） 
 ［副会長］高橋  泉（㈱ＫＳＧインターナショナル 代表取締役） 
 ［理   事］笠松 利紀（毎日軽自動車運送事業協同組合 代表理事） 
         渡辺  宏（綜合警備保障㈱ 営業推進部ブロードマーケット営業室長） 
 ［監   事］本木 英朗（赤帽首都圏軽自動車運送協同組合 代表理事） 
○事務局： ㈱ＫＳＧインターナショナル（大阪市福島区福島） 
○平成25事業年度の活動内容：ホームページの充実、広報活動、信書便講習会の開催  
○年間活動予算： 約１００万円 
○総務省のスタンス：  
   協会が一般社団法人化したことにより、業界内情報の共有化が図られるとともに、事業 
 者間の緊密な連携による実質的な活動を通して、信書便事業の発展に資することを期待。 

５．信書便事業者協会について 
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御静聴ありがとうございました。 
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